
 

 
 

総合資源エネルギー調査会 
基本政策分科会（第８回）議事概要 
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場所：経済産業省本館 17階国際会議室 

議題：ジョン・ハムレ米国戦略国際問題研究所長による講演 

エネルギー関係の長期技術開発戦略について 
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総合資源エネルギー調査会基本政策分科会第８回会合（10/28（月））概要  
 
１．ジョン・ハムレ米国戦略国際問題研究所長による講演。 
２．エネルギー関係の長期技術開発戦略について議論。 
３．１．に関するやりとり及び２．に関する委員からの主な意見は以下の通り 
 
（委員の質問等に対するハムレ所長の主な返答） 
●（原子力発電所の再稼働の必要性）日本のような資源の乏しい国はエネルギ
ー戦略を立てる必要があり、安定的に電力を供給するには原発再稼働が不可
避である。 
●（米国の使用済核燃料の扱い）世界において使用済核燃料の長期的な対処方
法として直接処分と再処理という双方の考え方がある中で、米国においては、
現時点ではサイト内で暫定保管をしている。使用済核燃料の最終処分は長期
的に取り組むべき課題であり、解決不可能な問題ではない。 
●（シェール革命により米国が中東への関与を減らし、日本の石油調達のリス
クが高まるという懸念）中東の状況は、国際資源市場を通じて米国も影響を
受けることから、米国は引き続き中東に関与し続けると考えている。 
●（日本の原子力への信頼性と米国における認識）原子力安全、セキュリティ、
放射能の人体への影響管理について、日本は世界でも高い水準にあり、プロ
フェッショナル。日本を信用していないのは日本であり、問題は能力ではな
く信頼性にある。米国は日本を信頼しており、米国は原子力が必要だと考え
ている。 
●（原子力が拡大するアジアでの日米の協力）新幹線技術と同様、原子力につ
いても、地震に対する防護技術などの最先端の知見を日本は持っており、米
国は日本とともに原子力分野で、高い水準の運用基準を作っていくことがで
きると考えている。 

 
（エネルギー関係の長期技術開発戦略に関する主な意見） 
●効率性のために高いコストを払うような技術は普及しない。エネルギーコス
トを下げるような技術開発戦略も考えていくべき。 
●水素技術の産業化のためには、総合エネルギー企業の実現が一つの要。新興
国のキャッチアップとコスト競争に晒されないために、調達・流通をセット
でサービスできるような産業にしていくべきで、水素を電気と並ぶ二次エネ
ルギーの軸とすべき。 
●燃料電池車を電源として使えるのであれば、V2G（自動車から電力網への電
力の融通）も可能なはずであり、こうしたものも計画的に進めていくべき。 

●水素社会に向けた取組をロードマップにすることは良いことだが、役所でも
一体的に推進する体制を整えるべき。 
●原子炉の安全性が向上していることをしっかり示し、廃炉などの技術開発の
ロードマップを明確化すべき。進化の動きを明確にすることで研究基盤をし
っかり維持していくべき。 
●原子力などについて、技術に関する議論に偏ることになりがちで、コミュニ
ケーションのあり方に関する議論が不足。コミュニケーションの関係を資料
にまとめてしっかり議論したい。               （以上） 


